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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期 

第２四半期 
連結累計期間 

第86期 
第２四半期 
連結累計期間 

第85期 

会計期間 
自2017年４月１日 
至2017年９月30日 

自2018年４月１日 
至2018年９月30日 

自2017年４月１日 
至2018年３月31日 

売上高 （千円） 9,200,839 9,309,668 19,050,247 

経常利益 （千円） 98,641 123,504 306,876 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 61,283 76,824 288,853 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 171,480 259,142 296,515 

純資産額 （千円） 8,534,924 8,790,193 8,611,395 

総資産額 （千円） 17,334,006 17,487,011 17,829,030 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 6.28 7.92 29.68 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 49.2 50.3 48.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 106,951 152,951 256,842 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 125,721 △20,950 204,356 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △125,977 △136,364 △262,508 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,918,396 3,013,701 3,010,273 

 

回次
第85期

第２四半期
連結会計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年７月１日
至2017年９月30日

自2018年７月１日
至2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 5.63 5.49 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

       ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

  (1）財政状態及び経営成績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益の後押しで雇用・所得環境の改善が続き、設

備投資並びに個人消費も持ち直していることから、緩やかな回復基調にあります。

 紙パルプ業界におきましては、段ボール原紙や紙器用白板紙等の板紙国内出荷量が、好調なパッケージ需要に牽

引され前年同四半期実績をわずかながら超えました。一方、印刷用紙においては一部生損保関連、企業広報関連に

動きがあったものの、印刷情報用紙全体では需要構造の変化による減少が大きく、洋紙全体及び紙・板紙合計の国

内出荷量でも前年同四半期実績を下回りました。

 このような紙・板紙需要減の状況のもと、当社グループは高付加価値商品の販売及び商品提案活動、新商材開

発、新規顧客開拓の強化とローコストオペレーションの着実な実行に取り組みました。紙媒体の需要構造の変化に

よるマイナス影響、自然災害の多発による一時的な需要減少の影響を受けました。商品区分のうちファンシーペー

パーにおいて前年同四半期実績を上回り、残りの品目については前年同四半期実績を下回りましたが、全体の実績

では前年同四半期実績をわずかながら上回ることができました。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高93億９百万円（前年同四半期比1.2％増）、経常利益１

億23百万円（同25.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は76百万円（同25.4％増）となりました。

 

＜当社の商品別の概況＞

 当社グループは、和洋紙の販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであり、当社の和洋紙卸売業の売上高

は連結売上高の90％超を占めるため、当社の商品別の概況を記載しております。

品目別

前第２四半期累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

 増減率（％)

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

ファンシーペーパー 2,091 24.0 2,321 26.5 11.0

ファインボード 958 11.0 956 10.9 △0.1

高級印刷紙 2,077 23.9 2,000 22.9 △3.7

ベーシックペーパー 2,475 28.5 2,414 27.6 △2.5

技術紙 972 11.2 961 11.0 △1.1

その他 120 1.4 92 1.1 △23.2

合計 8,696 100.0 8,747 100.0 0.6

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

［ファンシーペーパー］

 多様な色や表面性を持ち装飾性が高く、高付加価値品であるファンシーペーパーは、販売提案活動の強化、デザ

イン企画部門へのＰＲ活動や商品説明会等を実施した結果、書籍用途やパッケージ等の紙器の販売量が増加しまし

た。また、東アジア向けの輸出も好調に推移し、売上高は23億21百万円、前年同四半期比11.0％の増加となりまし

た。

［ファインボード］

 ファンシーペーパーの高紙厚品（板紙）で、高級商品、高級贈答品のパッケージ、書籍表紙、各種販促物に使用

されるファインボードは、高級化粧品、健康食品等のパッケージ向けや書籍用途等が堅調に推移しました。しかし

ながら、商業印刷物需要に停滞感があり、売上高は９億56百万円、前年同四半期比0.1％の減少となりました。

 

- 2 -



［高級印刷紙］

 高い付加価値を要求される商業印刷用途、名刺、カード、書籍類に使用される高級印刷紙は、封筒・名刺等の紙

製品や東アジア向けの輸出が堅調に推移しましたが、商業印刷物や書籍用途の販売量が伸び悩み、売上高は20億

円、前年同四半期比3.7％の減少となりました。

［ベーシックペーパー］ 

 上質紙、コート紙、色上質紙、包装用紙、各種板紙等のベーシックペーパーは、書籍向けや医療品・化粧品パッ

ケージ用途等が堅調に推移したものの、一般商業印刷物の需要減退が影響し、売上高は24億14百万円、前年同四半

期比2.5％の減少となりました。

［技術紙］

 通常の紙にない特殊機能が付与されている技術紙は、耐水撥水性機能紙が好調に推移、合成紙及び各種工業品製

造用工程紙が減少し、売上高は９億61百万円、前年同四半期比1.1％の減少となりました。

［その他］

 ペーパータオル等家庭紙の販売量は概ね前年並みでしたが、製紙関連資材や各種紙加工製品が納入時期のずれ等

の影響で大きく減少し、売上高は92百万円、前年同四半期比23.2％の減少となりました。

 

  (2）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比

べて３百万円増加し、30億13百万円となりました。

 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は１億52百万円（前年同四半期比43.0％の増

加）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の計上、売上債権の減少及び仕入債務の減少によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は20百万円（前年同四半期は１億25百万円の獲

得）となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は１億36百万円（前年同四半期比8.2％の増

加）となりました。これは主に、短期借入金の減少及び配当金の支払によるものであります。

 

  (3）経営方針・経営戦略等

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

  (4）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

  (5）研究開発活動 

  該当事項はありません。

 

  (6）経営成績に重要な影響を与える要因

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更は

ありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,908,000

計 19,908,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,116,917 10,116,917
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 10,116,917 10,116,917 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
－ 10,116,917 － 2,107,843 － 1,963,647

 

- 4 -



（５）【大株主の状況】

    2018年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

特種東海製紙株式会社 静岡県島田市向島町4379番地 814 8.44 

王子エフテックス株式会社 東京都中央区銀座５丁目12番８号 745 7.73 

平和紙業取引先持株会 東京都中央区新川１丁目22番11号 608 6.31 

日本製紙株式会社 東京都北区王子１丁目４番１号 383 3.98 

北越コーポレーション株式会社 新潟県長岡市西蔵王３丁目５番１号 306 3.17 

小島 勝正 東京都新宿区 285 2.96 

富士共和製紙株式会社 静岡県富士市久沢１丁目１番２号 269 2.79 

東京製紙株式会社 静岡県富士宮市小泉866番地 245 2.55 

清家 豊雄 東京都多摩市 221 2.30 

春日製紙工業株式会社 静岡県富士市比奈760番１号 202 2.10 

計 － 4,082 42.34 

 （注）上記のほか、自己株式が474千株あります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    474,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,640,600 96,406 －

単元未満株式 普通株式      2,317 － －

発行済株式総数      10,116,917 － －

総株主の議決権 － 96,406 －

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

平和紙業株式会社 
東京都中央区新川

１丁目22番11号
474,000 － 474,000 4.69

計 － 474,000 － 474,000 4.69

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、双葉監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2018年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,010,273 3,013,701 

受取手形及び売掛金 ※ 6,006,480 ※ 5,441,672 

電子記録債権 ※ 1,224,554 ※ 1,261,926 

商品 3,725,874 3,714,924 

貯蔵品 57,235 53,707 

その他 97,681 108,953 

流動資産合計 14,122,100 13,594,885 

固定資産    

有形固定資産 815,921 801,497 

無形固定資産 19,093 16,081 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,513,730 2,718,164 

その他 362,576 360,734 

貸倒引当金 △4,392 △4,352 

投資その他の資産合計 2,871,914 3,074,546 

固定資産合計 3,706,930 3,892,125 

資産合計 17,829,030 17,487,011 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2018年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※ 6,203,907 ※ 5,719,735 

短期借入金 2,210,514 2,169,713 

未払法人税等 20,617 58,344 

賞与引当金 98,064 83,452 

その他 265,869 194,536 

流動負債合計 8,798,973 8,225,782 

固定負債    

退職給付に係る負債 198,805 210,632 

資産除去債務 64,802 65,342 

その他 155,054 195,060 

固定負債合計 418,662 471,035 

負債合計 9,217,635 8,696,818 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,107,843 2,107,843 

資本剰余金 2,331,387 2,331,387 

利益剰余金 3,731,703 3,759,964 

自己株式 △186,856 △218,636 

株主資本合計 7,984,079 7,980,559 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 645,340 787,392 

為替換算調整勘定 △18,024 22,241 

その他の包括利益累計額合計 627,316 809,633 

純資産合計 8,611,395 8,790,193 

負債純資産合計 17,829,030 17,487,011 

 

- 8 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

売上高 9,200,839 9,309,668 

売上原価 7,487,757 7,603,054 

売上総利益 1,713,082 1,706,614 

販売費及び一般管理費 ※ 1,662,230 ※ 1,624,725 

営業利益 50,852 81,889 

営業外収益    

受取利息 712 645 

受取配当金 29,895 27,041 

受取賃貸料 22,032 22,062 

その他 4,150 3,575 

営業外収益合計 56,790 53,324 

営業外費用    

支払利息 3,522 3,597 

賃貸用資産減価償却費 2,489 2,219 

為替差損 679 3,889 

その他 2,309 2,002 

営業外費用合計 9,001 11,709 

経常利益 98,641 123,504 

特別損失    

固定資産除売却損 555 938 

ゴルフ会員権売却損 825 － 

災害による損失 － 2,122 

特別損失合計 1,380 3,060 

税金等調整前四半期純利益 97,260 120,444 

法人税、住民税及び事業税 24,812 45,821 

法人税等調整額 11,165 △2,201 

法人税等合計 35,977 43,619 

四半期純利益 61,283 76,824 

親会社株主に帰属する四半期純利益 61,283 76,824 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

四半期純利益 61,283 76,824 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 110,610 142,051 

為替換算調整勘定 △413 40,266 

その他の包括利益合計 110,196 182,317 

四半期包括利益 171,480 259,142 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 171,480 259,142 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 97,260 120,444 

減価償却費 27,997 26,220 

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,659 △14,699 

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 825 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 223 △40 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,026 11,826 

為替差損益（△は益） － 572 

受取利息及び受取配当金 △30,607 △27,687 

支払利息 3,522 3,597 

固定資産除売却損益（△は益） 555 938 

災害損失 － 2,122 

売上債権の増減額（△は増加） △220,648 541,580 

たな卸資産の増減額（△は増加） 21,128 56,960 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △26,421 △9,796 

仕入債務の増減額（△は減少） 266,726 △498,716 

その他の負債の増減額（△は減少） △18,009 △68,808 

その他 602 540 

小計 116,523 145,055 

利息及び配当金の受取額 31,800 27,687 

利息の支払額 △3,584 △3,626 

災害損失の支払額 － △1,632 

法人税等の支払額 △37,787 △14,532 

営業活動によるキャッシュ・フロー 106,951 152,951 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △7,184 △1,363 

有形固定資産の売却による収入 43 － 

投資有価証券の取得による支出 △19,354 △20,427 

投資有価証券の償還による収入 100,000 － 

その他 52,216 840 

投資活動によるキャッシュ・フロー 125,721 △20,950 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,945 △52,537 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,718 △3,483 

自己株式の取得による支出 △63,000 △31,780 

配当金の支払額 △49,314 △48,564 

財務活動によるキャッシュ・フロー △125,977 △136,364 

現金及び現金同等物に係る換算差額 35 7,793 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 106,731 3,428 

現金及び現金同等物の期首残高 2,811,664 3,010,273 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,918,396 ※ 3,013,701 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

  ※ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、    

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2018年９月30日）

受取手形 381,832千円 310,405千円 

 電子記録債権 178,628 198,651

     

支払手形 52,068 44,257

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2017年４月１日 
  至  2017年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2018年４月１日 

  至  2018年９月30日） 

給料手当 499,397千円 491,619千円 

賞与引当金繰入額 55,519 80,630 

退職給付費用 45,984 45,297 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2017年４月１日
至  2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

現金及び預金勘定 2,918,396千円 3,013,701千円

現金及び現金同等物 2,918,396 3,013,701

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月28日

定時株主総会
普通株式 49,314 5 2017年３月31日 2017年６月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月10日

取締役会
普通株式 48,564 5 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 48,564 5 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月13日

取締役会
普通株式 48,214 5 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  当社グループは、和洋紙の販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

１株当たり四半期純利益 6円28銭 7円92銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 61,283 76,824

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
61,283 76,824

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,746 9,694

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 2018年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ）配当金の総額………………………………………48,214千円

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2018年12月４日

（注） 2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

      2018年11月２日

平和紙業株式会社    

  取締役会 御中    

 

  双 葉 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 菅野 豊   印  

 

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 庄司 弘文  印  

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている平和紙業株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、平和紙業株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長清家義雄は、当社の第86期第２四半期（自2018年７月１日 至2018年９月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


